
○金武地区消防衛生組合防火基準適合表示要綱
平成26年3月25日

告 示 第 2 号
（表示の目的）

第1条この要綱は、ホテル・旅館等不特定多数の者を収容する防火対象物の防火安
全対策の重要性に鑑み、防火対象物の関係者の防火に対する認識を高め、防火管理
業務の適正化及び消防用設備等の設置、維持管卑等を促進するとともに、重要な建
築構造等への適合性も含めた防火・防災管理上の一定の基唯に適合している防火対
象物について、その情報を利用者に提供し、防火安全体制の確立を図るため「表示」
を行うものとする。
（表示対象物）

第2条防火・防災管理この表示基準に適合している旨の表示(以下「表示」という。）
をする対象物は、ホテル・旅館等(消防法施行令(昭和36年政令第37号)別表第一（5）
項イ及び同表(16)項イに掲げる防火対象物のうち同表(5)項イの用途に供する部分
が存するもの。以下同じ。）で、次の(1)及び(2)に該当するものとする。
(1) 消防法(昭和23年法律第186号。以下「法」という。）第8条第1項の適用があ

る も の

（2） 防火対象物の地階を除く階数が3以上のもの
2 ホテル・旅館等のうち、複合用途防火対象物における本制度の対象範囲について
は、原則として防火対象物全体とする。ただし、ホテル・旅館等の用途に供する部
分以外において、建物全体についての防火(防災)管理(統括防火(防災)管理者の選任
及び消防計画の届出等)や消防用設備等(スプリンクラー設備及び自動火災報知設備
等)、危険物施設等、建築構造等の違反がない場合は、ホテル・旅館等の用途に供
する部分及び当該用途からの避難経路に係る部分のみを対象とすることができる
ものとする。
（交付申請）

第3条ホテル・旅館等の関係者(以下「関係者」という。）からの表示マークの交付
申請は、表示マーク交付(更新)申請耆(様式第1号。以下「申請書」という。）に、
別表第1に掲げる書類のうち、該当となるものを添付して行うものとする。ただし、
当該報告書等のうち、一定期間内に既に消防本部に報告済みである場合等において
は、添付を省略することができるものとする。なお、ホテル・旅館等の用途に供す
る部分が存する複合用途防火対象物の表示マークの交付申請については、原則とし
て表示基準のうち建物全体に係る部分(統括防火(防災)管理者選任(解任)届出書や建
物全体についての消防計画、消防用設備等点検結果報告書や製造所等定期点検記録
表等)が確認できる耆類により、内容を審査することが必要となることから、関係
者に対して、建物全体に係る部分が、別表第2に掲げる表示基準に適合しているこ
とを確認できる耆類の添付を求めるほか、消防本部等において既に把握している情
報(査察台帳等)を活用することなどにより内容の確認を行い､審査するものとする。

2本制度の対象となるホテル・旅館等のうち、法第 8条の 2の 2に基づく防火対象
物定期点検報告の対象とならない防火対象物については、法令に基づく義務の対象
外であるが、消防法施行規則 (昭和36年自治省令第6り - )第4条の2の4に定める防
火対象物点検資格者による点検を行い、その結果を申請苔に添付するものとする。
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また、建築基準法(昭和25年法律第201号。以下「建墓法」という。）第12条に基づ
く定期報告の対象とならない防火対象物についても、法令に廷づく義務の対象外で
あるが、建築士等有資格者による調査(建基法第12条に基づく定期調査に準じた調
査)を行い、その結果を申請耆に添付するものとする。
（表示基準及び審査）

第4条表示基準及び表示基準の審査は、次の各号に掲げるとおりとする。
( 1 ) 表示基準は、別表第2のとおりとする。
（2） 表示基准の審査に当たっては、別表第1に掲げる報告書等を活用し、国の示
す判定娃准（「防火対象物に係る表示制度の実施細目等について」（平成25年10月
31日付け消防予第419号)の別添「判定基準」）により、適合状況を判定するもの
とする。

（3） 表示基準の審査は、必要に応じて現地確認を実施するものとする。
2 審査に当たっては、以下の事項に注意するものとする。
（1） 審査の対象が「防火対象物点検の特例認定」の対象である場合、表示基準の
審査は、口I能な限り、特例認定の審査と合わせて実施するなど審査の効率性に配
慮するものとする。

（2）申請l1寺に添付された定期調査報告書は、建基法第12条の規定に焦づき各自治
体で指定している特殊建築物等の定期調査期間内に報告されているものを有効
とするが、表示マーク交ｲ､l後において、建基法第12条の規定に基づく定期調査報
告が行われた場合には、表示基準のうち建築構造等の適合状況を確認するため、
改めて申請者に対して、当該調査報告苦の提出を求めることとする。そのため、
申請者に対し、表示基準適合通知耆を交付する際に、あらかじめその旨を伝えて
おくこと。

（3） 表示娃准中の「消防計画」における訓練については、「旅館・ホテル等にお
ける夜IH1の防火管理体制指導マニュアルについて」（昭和62年8月1日付け消防
予第131り-)に基づき実施することが消防計画において定められている場合は、防
火対象物定期点検報告耆において、当該訓練の実施について確認するものとし、
必要に応じて計||練の立会い等を行うものとする。

（4） 防火上の重要性に鑑み、表示基準中の「建築構造等」における建築構造、防
火区凹及び階段については、現行の建築基準法令に適合(既存不適格として扱っ
ているものは除く。）していることを確認するものとする。ただし、既存不適格
として取り扱っているものであっても、特定行政庁からの代替措置等の指導状況
を確認すること等により、一定の安全性が確保されていると認められるものにつ
いては、消防長の判断により審査の対象とすることができるものとする。

（表示マークの交付）
第5条表示マークの交付は、次の各号に掲げるとおりとする。
(1) 消防長は、関係者からの申請により、表示基準に基づく審査により、その申
請に係る防火対象物が表示基準に適合していると認める場合(次号に定める場合
を除く。）には、関係者に対して、表示基準適合通知書(様式第2号)により通知す
るとともに、》|｣図に定める「表示マーク(銀)」を交ｲ､Iする。ただし、表示マーク(銀）
を継続する場合は、適合している旨の通知のみを行うものとする。

（2） 消防長は、関係省からの申請により、その申請に係る防火対象物について次
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に掲げる事項に該当すると認められる場合には、関係者に対して、ホテル・旅館
等が表示基準に適合している旨を通知するとともに、別図に定める「表示マーク
（金)」を交付する。ただし、表示マーク(金)を継続する場合は、適合している旨
の通知のみを行うものとする。
ア表示マーク (銀 )が 3年間継続して交ｲ ､ ' されており、かつ、表示基準に適合し

ていると認められる場合
イ表示マーク (金 ) が交付されており、交付 nから 3年が経過する前に交付 (更

新 )申請され、表示基準に適合していると認められる場合
（3） 消防長は、関係者からの申請により、消防長が表示蕪準に適合しないと認め

た場合、関係者に対して、表示基準不適合通知言(様式第3号 )により通知するも
のとする。

（4） 消防長は、第1号により表示マークの交ｲ､ lを行った場合、表示マーク受領耆
（様式第4号)を申請者から受理するものとする。

（5） 消防長は、表示マークの有効期間中にある防火対象物が第8条に定める表示
マークの返還事由に該当する場合、表示マークを交付した関係者に対し、表示マ
ーク返還請求吉 (様式第5号 )により、貸与していた表示マークの返還及びホーム
ベージ等での使用の中止を求めるものとする。

（6） 本制度の対象とならない2階以下又は収容人員30人未満のホテル・旅館等の
関係者から、表示制度対象外施設申詰耆(様式第6号 )により「表示制度対象外施
設」であることの通知の交付申請があった場合、消防長は、当該対象物が表示基
準に適合していることを確認した上で、表示制度対象外施設通知苦(様式第7号）
により通知するものとする。

（7） 表示マークを交付したホテル・旅館等の情報については、金武町、恩納村、
宜野座村のホームページ等により掲載するとともに、建築行政機関等と情報共有
するよう努めるものとする。

（8） 第8条表示マークの返還第28イにおいて、表示基準の適合性についての調
査結果が確定するまでの間は、消防本部の判|折により、関係音に表示マークの掲
出を留保させるものとする。

（表示マークの掲出）
第6条前条により、表示マークの交付を受けた関係者は、当該防火対象物に表示マ

ークを掲出するとともに、ホームページ等において電子データの表示マークを使用
することができるものとする。なお、ホームベージ等における表示マークの使用方
法については、別に定める。
（表示マークの有効期間）

第7条表示マークの有効期間は、交付nから「表示マーク(銀)」は1年間、「表示
マーク(金)」は3年間とする。

2 表示マークの有効期間については、最初に交付を行った、を基準日(起点)とする
ことから、表示マークを変更した場合も、表示マークに記載する交付年月日は、変
更しないものとする。なお、表示マーク(銀 )から表示マーク(金 )に変更となる場合
であっても、交付する表示マーク(金)に記載する交付年月日は最初に表示マーク
（銀)の交付を行った日とする。

3表示マークを継続する場合の有効期間は、継続前の表示マークの有効期間終了後
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を起点とするものであり、表示マークを継続するための交付巾請を行った日、又は
通知書の交付を行った日としないよう留意すること。
（表示マークの返還）

第8条 表示マークの返還について、次の各号のとおり定める。
（1）表示マークの有効期間が満了し、交付(史新)申請を行わない場合、関係者は、

表示マークを返還するものとする。
（2）表示マークの有効期間中であっても、次のいずれかに該当する場合、関係者

は、表示マークを返還するものとする。
なお、表示マークを返還させる際には、消防長は、その理山を附記した文書に

より、関係者に通知するものとする。
ア 表示マークが交付されている防火対象物において表示基準に適合しないこ

とが明らかとなった場合
イ 表示マークが交付されている防火対象物において火災が発碓し、表示基準へ

の適合性の調査の結果、不適合であることが確認された場合
ウ ホームページ等への表示マークの使用に際して配布された表示マークの電
子データを無断で転用した場合

（表示マークの再交付）
第9条 前条の規定により表示マークを返還させた防火対象物について、その関係者

から表示マークの交付について再申請され、再審査において表示基準に適合してい
ると認められる場合には、返還前の表示マークの種別に関係なく表示マーク(銀)を
再交付するものとする。なお、この場合、表示マークの返還の理由となった違反等
の内容に応じて十分な確認期間を確保すること。

附 則

この要綱は、平成26年4月1日から施行する。
別表第1 (第3条、第4条関係）
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報告言等の繩別・根拠法令 備考
表示マーク(銀） 表示マーク(金）

防火対象物(防災管理)定
期点検報告耆( ‘ケし)※1
【法第8条の2の2 (法第

36条において準用する法第
8条の2の2 )】

申請日から過去1年以内
に実施した報告耆を添付す
る。ただし、消防本部に報
告済みの場合は添付の省略
可

前回の申請日以降に実施
した報告耆を全て添付する。
ただし、消防本部に報告済み
の場合は添付の省略可

防火対象物(防災管理)点
検報告特例認定通知害(写
し)※2
【法第8条の2の3 (法第

36条において準用する法第
8条の2の3 )】

申請、直近の認定通知書
を添付すること。

表示マーク(銀)と同じ。

消防用設備等点検結果報
告書(写し）
【法第17条の3の3】

申請Rから過去 1年以内
に実施した報告蕾を添付す-
る。

前回の申請、以降に実施
した報告苦を全て添付する。
ただし、消防本部に報告済み
の場合は添付の省略可



製造所等定期点検記録表
(写し）
【法第14条の3の2】

巾請日から過去1年以内
に実施した記録表を添付す
る。ただし、消防本部が記
録表を確認済みの場合は添
付 の 省 略 可

前回の巾請日以降に実施
した報告書を全て添付する。
ただし、消防本部が記録表を
確認済みの場合は添付の省
略 可

※1法第8条の2の3(法第36条において準用する法第8条の2の3)に基づく点
検及び報告の特例の認定がされていない場合

※2法第8条の2の3(法第36条において準用する法第8条の2の3)に基づく点
検及び報告の特例の認定により防火対象物定期点検報告が免除されている場合

別表第2(第3条、第4条関係）
表示蕪准

1 点 検 項 目
表示に当たっての点検項目は、次に掲げる項目とする。
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定期調査報告晋(写し）
【建基法第12条】

直近の定期調査の期間内
に行ったものを添付するこ
と。

直近の定期調査報告の期
間内に行ったものを全て添
付すること。

その他消防本部が必要と
認める書類

(例） 点検報告の不備事項の改修状況
自衛消防計||練の記録や同上点検記録
更新前に交付を受けた表示堆準適合通知書

点検項目
防火
管理
等

防火対･象物の点検及び報告
防火管理者等の届出
自衛消防組織の届出
防火管理に係る消防計画
充括防火管理荷等の届出
防火・避難施設等
防炎対象物品の使用
王縮アセチレンガス等の貯蔵等の届出
火気使用設備・器具
少量危険物・指定口I燃物

防災
管印

肯く
Jメ 管理対象物の点検及び報告
旨 管卵者等の届州
方災管理に係る消防計画
充括防災管印者等の届出

消防
用設
備等

肖防用設備等及び特殊消防用設備等の設置及び維持竿
消防用設備等の点検報告

古険物施設等
築
 
造

建
 
構
 
等

定期調査報告
建築構造等(建築構造・防火区両・階段）
畦難施設等



2 判 定 薩 準
別途、「防火対象物に係る表示制度の実施について」（平成25年10月31に

防予第419号)の別添「判定娃準」により、適合状況を判定するものとする。
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別盤’

へ

年 月 發 示 基 準 遥 合
講防本部

菱示マーク（金）

へ

備 考
I 色 彩 は 、 地 を 紺 色 、 そ の
する “

2 様 式の大きさは、 f I 本 I ：

6

年 月 驫示篝準遮含

i錨鴬本部

I『…，印一吋，榊…吋一

他のもの ( 消防本部紫

業規格別とす-るく，

炎承マーク(銀）

を除く。）にあっては、それぞれ金色 ‘ ･ 銀色と
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様式第1吟(第3条関係）

表示マーーク交付(更新>申請爵

｜

交付番 ﾂ ﾅ。

地 上 賠 地 . I ： ． 階

備 考 l ※ の 欄 雄 、 記 入 し な い こ と ｡

2 国印のある欄+こついては、咳当の匡印;こしを付#ナること

へ

n l

）
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異

金 武 地 区 消 防 衛 生 組 合
滴 防 艮 様

年 凡 臼

住 所

氏 籍 ⑳
電 話 番 号

下記のとおり「金武地縢消防衛生組合防火蕪瀧適合表ボ婆綱』に蕊づき、表示マーク
(口金・画銀)の交付(更新)を受けたいので申請します．

記

申 請 者
住 所

防
火
対
象
物

所 在 地

管 理 椎 腺

※令別表第…･ -（ ）項

嘩 噸 … … - 樵 原 ・ ロ 襖 数 椛 腺

秘瑞 個

＃1 吋 今
J 通

収 容 人 閏

憐造・規椣

付 年 月 I ‘ 1 年 月 1 1

添
付
響
類

特記 ’ ‘ 項 I
※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄



第7編 消防業務(金武地区消防衛生組合防火基準適合表示要綱）

様式鋪2号(第5条関係）

へ

表 示 蕊 準 適 合 通 知 簿

| 防 火 対 象 物

へ
備拷 嘩印のある欄については、諺当の□ ( こしを付けること。

80009 /14〔金武消防3〕

(申諭者住所・氏名蝉〉様

金 武 地 区 消 防 衛 生 組 合
消 防 長 画

年 月 日付けで申請のあったド記の防火対象物については、『金武地
IX消防衛生組合防火艦瀧適合表示要綱」による審査の結果、噺談要綱に定める総鵜こ
適合しているので、饗ボマー･-ク（画金．□銀）を交付(更新)する。

所 征 地

第 ； ＃
年 月 fl

:.茎1
1. 'し

焔 称

州 途

交 付 年 月 側 年 胤 卿 交 付 番 号

表 示 f 1 ． 効 期 間 年 j : I 岡 ～ 年 月 閥

特 記 事 項



第7編消防業務(金武地区消防衛生組合防火基準適合表示要綱）

様式第3路(第5条関係）

炎 承 基 準 不 適 合 通 知 爵

輔 ： 記 辨 項

へ

800010/14〔金武消防3〕

ダ 唾

< 申 識 者 仕 所 ・ 氏 名 練 〉 様

第
p日可

､万,

年 月 | ; 1

金 武 地 朧 消 防 衛 生 組 合
澗 防 良 画

年 月 日付けで申補のあった職記の|坊火対象物について肱、1余武
地I驚禰防衛生組合防火蕪推噛合褒示要綱』による審僚の結果、淵嫉要綱に定める雑準
に不適合であったので通知す．る．

記

防 火 対 象 物

所 在 地

々 称一･f．

用 途

1 < 適 介 瑚 曲



第7編消防業務(金武地区消防術′Lt組合防火基準適合表示要綱）

様式辨翻･ (第5条関係）

金 武 地 瀧 消 防 術 礁 組 合

消 紡 艇 様

所 朧 地

防火対象物|'偽職‘
｜州途

鰻示ﾏｰ'“隼"｡’ 年’’’｣|愛付藤謬｜
＜麦ボマーク交付{こ伴う遵守粥:項＞
l 表示マークは見やすい場所に掲出するもの‘こし、可能な場合はホームベージ蝉への掲
載を行うこと．な猫、ホームベージ等への禍戦に際しては、消防侭から配ｲ'1された:表ボ
マークの錨1亀データを必ず原データとして使照寸・ること．

Z 表示マークは隣与するものであり、破掘練ぬ戦いよう取扱いに注意すること．
3 表示櫛効期間中であっても次の各勝のいずれかに該；%する塊合は．擬ポマーークを返還
す"るものとし、また、ホームベージ等に褒示マークを使照してい為場合は、その使附を
とりや及>ることc
(1) 防火対象物において表示基雛腱適合しないこ‘とが明らかとなった場合
(2)防火対難物において火災が発生L,､表示雑準への適合性の洲沓”結果、ｲ適合で

あ る こ と が 確 認 さ れ た 場 合
（3） ホームベージ等への淡示マークの使用に際して、消防長か翁配布された茨ボマー

クの電子デー…ﾀを無断で転用1-・た場合

備舞 l ※印の欄は，記入しないこと、
2 国印のある欄につ↓､ては、該齋の唾(こしを付'け為こ

8000 11/14  [金武消防3]

鋸 一 X l 側牙

：表示マーーク（ 口金 ” 嘩銀 ）を受髄しましたので、今後、-『記の事項を遵守い
たします”

f 軽 ‘ 〃
沙･遇 ‘,祁。

弓割
l l L j

※ 令 別 表 第 … 〈 ） 噸

へ

炎承マーク受領鵜

へ

⑳

Ｆ
ｒ働

肖蝋
ｆ

Ｙ

Ｉ

唾
ヱ
ル
雌



第7編消防業務(金武地区消防術't組合防火基準適合表示要綱）

様式第5舟･(第5条関係）

( 申 謂 瀞 柱 所 ・ 氏 紫 , 等 ） 様

年 月 卿付けで味'微のあったりぐ記の防火対象物については、『金武地
填澗防衛生組合防火雄準適合炎承襲綱』に雄める炎ボマークゾ)返還事蜘に該当し、表
示マークを掲出することが不適当と認められることから､速やかに貸与した表ボマー
クを逆還するとともに、ホームベージ擁による使 IWをとりやめるよう請求します - ‘ ，

炎不一や-ク返遡請求餅

第

年 月

返還覗由

q 防 火 対 象 物 i こ お いて 表 示 離 礁 I こ 適 合 し な い こ と が 明 ら か と な っ た 場 合

ロ 防火対象物において火災が発'kし、表承蕪“｡､の適合性ぴ〕調沓の結果、不適合である
こ と が 確 認 さ れ た 場 合

卸ﾎｰｰｰﾑページ雑への表ポｰﾏｰｰｸの使州に際して､消防提から配術された表示マー･-クの
電子データを撫断で転用した場合

金 武 地 厘 禰 防 衛 生 組 合

禰 防 長 圃

群 1
1,11里

備 考 1

2

耀印の欄憾、記入しないこと。

口印のある欄につき､ては、該当の嘩ｲこしを付けること．

交 付 , 番 号

へ

’

800012/14〔金武消防3〕

へ

鮒
｝
Ｊ
１
刑

卜
Ｊ
ｉ
ｌ

防 火 対 象 物

所 在 地

行 別 表 第 一 〈 ） 項

?，

州 途

年 月 I ; I



第7編消防業務(金武地区消防衛生組合防火基準適合表示要綱）

様式鞘6号(第5条関係）

へ

金武地IX:澗防衛生組合
禰 防 長 様

表示制度対象外施殻申舗詩

ド記のとおり炎ポ制度対象外施設j血知欝の交付を受けたいので申請しま三I

i ﾘ f 椛 地i ﾘ f 椛 地

申請者一

仇 所

氏 嬬 ！

雑 胤 MFdp
】

砿謡番号

へ

1 - 1 学

床 面 積 I、ど 延 べ 砺 領

備常 l ※の欄は、記入しないこと“
2 淡小聡瀧に適合していることを賊明寸'･るために、必要と認められる資料を添付す

ること．

3 画印のある欄については､繊淵の嘩印;ﾆﾚを付けること"

蕊 令 別 表 第 一 （ ） 蝋

地 | : 良 階 地 ド 階

郷

800013/14〔金武消防3〕

姉
理

自
Ｔ
Ｊ

⑳

例
一
途
 
一
椣規造

伽
一
用
 
柵

防
火
対
象
物

渦 澗

添
付
灘
類

防火〈防災籍理)対象物定期点検報勝鱒〈写し）
防火(防災糠即)対象物逆期点検め特例認逮通知詳(写し）
消防州設備棒点検結果報借譜(写し）
遊期調査報祷蒋(螺し）
製造所等定期点検記録(写し）
その他消防本部等が必要と認める蒋類(

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄



第 7 編消防業務 ( 令 武地区消防衛碓組合防火基準適合炎不要細）

様式鋪7号(第5条関係）

表 承 制 腱 姉 象 外 施 設 通 知 醤

備 考 l

2

※の欄感、記入しない二と . ‘

口印のある欄については、談淵の廐印Iこしを付けること“

’

二 国

8( ) ( )014/14〔金武消防3〕

へ

(申請肴住所・氏焔簿） 様

金武地臓澗防衛生組合
消 防 艇 回

年ハ卿付けで叩荊のあった f .記の防火対象物については、1 .金武地
区澗防衛生組命防火蕪辮適合表示要綱｣に熱づく衣狄制度の対象外施設で")ることが
確認されたので通知します ”

記

制
野
ジ
期
ｉ

Ｌ
７
１
１１Ｊ

誤
り
”Ｊ
ｐ
Ｒ

卿
 
４

防
火
対
象
物

所 獅 地

名 称

※ 令 別 喪 第 … … （ ） 頃用 途

構 造 ・ 規 摸
造 地 - 1 臭 階 地 下 階

特 記 ： 糊 ． 噸

床 閲 椴 延 べ 耐 積、2                                                              m苫

※ 受 付 欄 ※ 経 過 欄


